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1．研究の目的
　観光立国実現のため、2006年に観光立国推進基本法が制
定され、2008年に国土交通省の外局として観光庁が発足す
るなど、わが国における観光の重要性が高まっている。こ
のような取り組みの成果もあって、人々の観光活動が活発
化している。観光の推進は経済効果をもたらす一方で、既
存の住民生活や文化に悪い影響を及ぼしうる。その一例が
環境公害である。ごみ問題や環境破壊などは観光客のマ
ナーの向上により改善すると考えられるが、観光客の意識
を改革することだけでは解決できない問題も存在する。た
とえば、観光客が過度に押し寄せた場合、交通渋滞や騒音
が発生し、そこに住む人々が快適な日常生活を送ることが
難しくなる。観光資源としての建物の劣化や保存活動によ
る地域そのものの変化も問題となる。
　そのような背景をふまえて、観光の持つ負の側面にも着
目し、経済効果だけでなく観光地に住む地域住民にとって
の暮らしやすさも豊かさとして認識している観光まちづく
りについて研究していこうと考え、本論文のテーマとした。
本論文では、経済効果を主目的としない観光まちづくりが、
地域社会の発展や住民生活の向上につながるのかといった
観光まちづくりの意義と可能性を明らかにすることを目的
とする。観光まちづくりが持続可能性に沿った取り組みで
あることを検証した上で、今後振興させていく上での課題
と方向性について考察する。
2．研究方法
　はじめに、なぜ観光まちづくりが発生し、重視されるよ
うになったのかという点を明らかにするために、文献や先
行研究を用いて観光の歴史を観光まちづくりの背景として
分析する。さらに、現実における動向だけでなく、観光研
究史の変遷に関しても先行研究の分析として論述する。次
に、観光まちづくりについて定義などから特徴を明らかに
し、メリットなどの効果を明確にする。それをもとにして
観光とまちづくりの二つの要素が互いに相反するものであ
るのかということや、組み合わせることが困難であるかに
関する検証を行う。本論文の第３章以降では、事例研究と
して、観光まちづくりの考え方を取り入れた先進的観光地
域を分析する。そこでは主に行政だけでなく、地域住民が
主体となって取り組んでいる例を検証し、その地域におけ
る理念や現状の到達点をふまえて論じる。具体的には、埼
玉県川越市を取り上げる。統計データや資料を用いること
によって川越市の地域概要について論じた後、川越市にお
ける取り組みの変遷を観光とまちづくりの両方の側面から
分析する。そして、観光まちづくりとして組み合わせた場
合の効果と成功要因について考察する。終わりに、川越市
における現状を踏まえた上で観光まちづくりにおける課題
を分析し、望ましいあり方に向けた方策をまとめとして論
じる。
3．結論
　観光まちづくりの課題としては、経済効果を主目的とし
ないという特性上、ただちに地域の活性化に貢献できるわ
けではない点があげられる。しかし、長期的に見れば持続
的な地域づくりに結び付いており、地域の価値に対する再
発見、地域への愛着の増大、観光資源の継続的な発展といっ
たかけがえのない部分において多大な効果をもたらす可能
性を秘めている。川越の場合、すでに観光地としてある程
度の知名度と利益を見込むことができたことから、地域主
導の観光まちづくりが比較的スムーズに浸透していったが、
観光地として確立していない地域や、財政的に余裕がなく
すみやかな収益拡大を必要とする地域においても観光まち
づくりを浸透させていくことが今後の課題であると考える。
観光まちづくりは多くの主体同士が交流しあうことによっ
てさらなる振興が実現できる。そのため、長期的な視野で
の持続可能性を前面に押し出すなどの方法によって企業や
自治体などに理解を求めることも課題である。
　観光まちづくりは従来の観光では実現しにくいと思われ
る地域資源の保全・活用、交流の促進、地域への愛着と誇
りを創出するための画期的な方策である。地域づくりに観
光振興の要素を取り入れることによって、サステイナビリ
ティが考慮された地域活性化にもなりうる。そのため、地
域住民、企業、研究者、自治体の協働に加えて、観光客が
地域づくりに加わることで、幅広い視点で地域づくりを行
うことが可能となる点に意義と可能性を見出すことができ
る。 
